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(57)【要約】
【課題】適切な無線性能が得られるアンテナ構造体を提
供する。
【解決手段】アンテナ構造体は、第１の導電部材（１０
３）と、前記第１の導電部材と並行する状態で配置され
た絶縁部材（１０２）と、前記絶縁部材に設けられた複
数の第１の開口（１０６）と、前記複数の第１の開口の
いずれかに一部が嵌まり込む状態で前記第１の導電部材
及び前記絶縁部材に挟持され、挟持されている第１の開
口から露出する部分を有する第２の導電部材（１０４）
とを備える。アンテナ構造体は、第２の導電部材の第１
の開口から露出する部分を給電点とし、第１の導電部材
を励振端として作用させることで、アンテナとして機能
する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の導電部材と、
　前記第１の導電部材と並行する状態で配置された絶縁部材と、
　前記絶縁部材に設けられた複数の第１の開口と、
　前記複数の第１の開口のいずれかに一部が嵌まり込む状態で前記第１の導電部材及び前
記絶縁部材に挟持され、挟持されている第１の開口から露出する部分を有する第２の導電
部材と、
　を備えることを特徴とするアンテナ構造体。
【請求項２】
　前記第１の導電部材は、前記複数の第１の開口と対向する複数の第２の開口を備え、
　前記第２の導電部材は、対向する第１の開口と第２の開口のうちいずれか一組にその一
部が嵌まり込む状態で前記第１の導電部材と前記絶縁部材とに挟持される
　ことを特徴とする請求項１記載のアンテナ構造体。
【請求項３】
　前記アンテナ構造体は、長方体状の筐体を有し、
　前記筐体は、前記筐体の短手方向に２分される、台部と、前記台部に着脱自在な蓋部と
からなり、
　前記絶縁部材は、前記蓋部の一部であり、
　前記第１の導電部材は長尺状の板体であり、前記筐体内部に配され、その長手方向にお
ける一端が前記台部の長手方向における一端に保持され、前記台部の他端に前記第１の導
電部材の他端側が保持される
　ことを特徴とする請求項１記載のアンテナ構造体。
【請求項４】
　前記第１の導電部材の一端が前記台部の壁面を貫通させて延伸され、前記第１の導電部
材の延伸された部分が前記筐体外部に沿って折曲されている
　ことを特徴とする請求項３記載のアンテナ構造体。
【請求項５】
　前記第１の導電部材は、弾力性のある金属からなる
　ことを特徴とする請求項１記載のアンテナ構造体。
【請求項６】
　前記第２の導電部材は、前記第１の導電部材と同じ金属材料からなる
　ことを特徴とする請求項１記載のアンテナ構造体。
【請求項７】
　前記絶縁部材の開口それぞれには、前記第１の導電部材に対向する側に、前記第２の導
電部材を保持するリブが設けられている
　ことを特徴とする請求項１記載のアンテナ構造体。
【請求項８】
　前記第２の導電部材は、球体であり、
　前記第１の開口は円形である
　ことを特徴とする請求項１記載のアンテナ構造体。
【請求項９】
　前記複数の第１の開口は前記絶縁部材に列設されている
　ことを特徴とする請求項１記載のアンテナ構造体。
【請求項１０】
　請求項１～９記載の何れか１項に記載されたアンテナ構造体を備えた携帯通信端末。
【請求項１１】
　前記携帯通信端末は、その筐体内に基板を備え、
　前記基板は、前記第２の導電部材に接触する金属パッドを備え、
　前記金属パッドは、通信回路に接続されている



(3) JP 2012-114832 A 2012.6.14

10

20

30

40

50

　ことを特徴とする請求項１０記載の携帯通信端末。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アンテナ構造体及びアンテナ構造体を搭載する携帯通信端末に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯通信端末の一形態として一般に普及している携帯電話機の設計においては、通信に
用いるアンテナは、使用する通信周波数帯や携帯電話機の形状、積載容量などの各種の条
件に応じて、携帯電話機毎に最適な無線性能が得られる形状のものをその都度設計してい
る。
　より好適な通信環境が得られるよう、アンテナが筐体外部で伸縮自在になっているロッ
ドアンテナを備える携帯電話機もあるが、デザイン性やアンテナが筐体外部に露出する構
造に伴う耐久性の低下等を鑑みて、近年では、内蔵アンテナを用いるのが主流となってい
る。
【０００３】
　また、特許文献１では、アンテナエレメントとして給電される導電体のパッチにおける
接地箇所を変更することでアンテナ性能を調整できる平面アンテナが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平５－２２０２４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、新たな携帯電話機を設計する都度、その携帯電話機に適した無線性能が
得られるアンテナを設計することは開発の負担が増加する、つまり開発に時間がかかると
いう問題がある。
　また、上記特許文献１に示す接地箇所の変更技術だけでは、ロッドアンテナのようにア
ンテナ長の変更が行えるわけではないため、十分なアンテナ性能の調整を行えないという
問題がある。
【０００６】
　そこで、本発明は、上記問題に鑑みてなされたものであり、適切な無線性能が得られる
アンテナ構造体及び当該アンテナ構造体を備えた携帯通信端末を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明に係るアンテナ構造体は、第１の導電部材と、前記第
１の導電部材と並行する状態で配置された絶縁部材と、前記絶縁部材に設けられた複数の
第１の開口と、前記複数の第１の開口のいずれかに一部が嵌まり込む状態で前記第１の導
電部材及び前記絶縁部材に挟持され、挟持されている第１の開口から露出する部分を有す
る第２の導電部材とを備えることを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明に係る携帯通信端末は、上記アンテナ構造体を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　これにより、本発明に係るアンテナ構造体は、適切な無線性能が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】（ａ）アンテナ構造体１００の斜視図である。（ｂ）アンテナ構造体１００を図
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１（ａ）とは別方向から見た場合の斜視図である。
【図２】（ａ）アンテナ構造体１００の正面図である。（ｂ）アンテナ構造体１００の側
面図である。
【図３】アンテナ構造体１００の内部構造図である。
【図４】アンテナ構造体１００の分解斜視図である。
【図５】（ａ）アンテナ構造体１００を図１（ａ）のC-C’線で分割した場合の断面図で
ある。（ｂ）アンテナ構造体１００を図２（ａ）のD-D’線で分割した場合の断面図であ
る。
【図６】アンテナ構造体１００の製造手法を示す図である。
【図７】（ａ）アンテナ構造体１００を使用する通信機器における基板との接続状態を示
す図である。（ｂ）アンテナ構造体１００を使用する通信機器において実際に使用される
回路構成を示す図である。
【図８】アンテナ構造体１００の各種使用形態を示す図である。
【図９】アンテナ構造体１００を搭載する携帯電話機１０００の外観図である。
【図１０】アンテナ構造体１００を搭載する携帯電話機１０００の外観図である。
【図１１】携帯電話機１０００の分解斜視図である。
【図１２】金属板１０３の別形状を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
＜実施の形態１＞
＜構成＞
　以下、本発明の一実施形態であるアンテナ構造体及びアンテナ構造体を搭載する携帯通
信端末について図面を用いて説明する。
　まず、アンテナ構造体１００の構造を図１～図５を参照しながら説明する。
【００１２】
　図１（ａ）は、アンテナ構造体１００の斜視図であり、図１（ｂ）は、図１（ａ）とは
別の方向から見た場合のアンテナ構造体の斜視図である。また、図２（ａ）は、図１（ａ
）に示したアンテナ構造体１００をＡ方向から見た場合の正面図であり、図２（ｂ）は、
図１（ａ）に示したアンテナ構造体１００をＢ方向から見た場合の側面図である。図３は
、アンテナ構造体１００の筐体の外壁面の一部を切り欠いて内部を露出された状態を示す
ものであって、アンテナ構造体１００の内部の状態を示す内部構造図である。図４は、ア
ンテナ構造体１００の分解斜視図であり、アンテナ構造体１００が第１筐体１０１と第２
筐体１０２とから構成されていることを示す図である。そして、図５（ａ）は、アンテナ
構造体１００を図１（ａ）に示すC-C’線で切断した場合の断面図であり、図５（ｂ）は
、アンテナ構造体１００を図２（ａ）に示すD-D’線で切断した場合の断面図である。
【００１３】
　図１に示すように、アンテナ構造体１００は、第１筐体１０１と第２筐体１０２とから
なる長方体の筐体を有し、励振端として作用する金属板１０３を備える。第１筐体１０１
及び第２筐体１０２は、共に非導電性の樹脂、例えば、強化プラスチックからなる。アン
テナ構造体１００は、例えば、４ｍｍ×３５ｍｍ×４ｍｍ程度の長方体である。
　図３に示すように、アンテナ構造体１００は、その内部が中空になっており、金属板１
０３は、アンテナ構造体１００の外壁面に貼着されるとともに、アンテナ構造体１００の
一外壁面を貫通して、その内部にまで延伸されている。
【００１４】
　図３に示すように、アンテナ構造体１００の内部部分で、金属板１０３には、複数の円
形の開口部１０７が直列に設けられている。また、図３及び図４に示すように、第２筐体
１０２にも複数の円形の開口部１０６が設けられている。そして、金属板１０３の開口部
１０７と、第２筐体１０２の開口部１０６とは互いに１対１に対向するように構成されて
いる。
【００１５】
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　図３や図５に示すように、アンテナ構造体１００は、金属板１０３のいずれかの開口部
１０７（図３では、開口部１０７ａ）と、それに対向する第２筐体１０２の開口部１０６
（図３では、開口部１０６ａ）とで挟み込まれる金属球１０４を備える。金属球１０４の
直径は２ｍｍ程度である。
　金属球１０４は、開口部１０６と開口部１０７とで、挟み込まれて固定される必要があ
るため、開口部１０６及び開口部１０７のそれぞれは、金属球１０４の半径よりも短い半
径を有する円形となっている。また、金属球１０４は、金属板１０３と同じ材質の部材、
例えば、リン青銅からなる。金属板１０３と金属球１０４とを同じ材質にすることにより
、金属板１０３と金属球１０４との間の信号伝達を大きなロスなく行うことができる。
【００１６】
　図３に示すように金属板１０３のアンテナ構造体１００内にある端部は、金属板１０３
の短尺方向に一部延伸され、溝部１０８に嵌め込まれて固定される。金属板１０３は、金
属球１０４の配置箇所（例えば、アンテナ構造体１００の両端部側の開口部部分）によっ
ては、中央付近の開口部に金属球１０４を配した場合に比して挟み込みにくくなることも
考えられるため、金属板１０３は、弾力性のある金属、例えば、リン青銅からなる。これ
により、金属板１０３は多少の撓みを許容することとなり、金属球１０４を両端部側の開
口部で挟み込み易くなるとともに、その弾力性により、金属板１０３は、第２筐体１０２
側に金属球１０４を押さえ込むことができる。また、図３に示されるように更に金属球１
０４を挟み込み易くするために、金属板１０３を嵌め込む溝部１０８には、若干の遊びが
設けられている。なお、図３には図示していないが、溝部１０８は当然に反対側の壁面に
も設けられている。
【００１７】
　第２筐体１０２の開口部１０６の各々には、金属板１０３に対向する側に、金属球１０
４を容易に横滑りさせないための、リブ１０５が設けられている。リブ１０５は、例えば
、ゴム性のリングを開口部１０６に接着して形成することとしてもよいし、第２筐体１０
２の一部として樹脂で形成することとしてもよい。
　金属球１０４は、金属板１０３の開口部１０７で押さえ込まれることにより、図２や図
５などに示すように、その一部がアンテナ構造体１００の外部に露出する構造となってい
る。そして、当該露出部分と、回路基板に設けられた通信回路（電源ユニット）と接続さ
れている金属パッドと接触させることで、金属球１０４は、アンテナ構造体１００の給電
点として作用する。
【００１８】
　図４に示すように、第２筐体１０２は、第１筐体１０１から着脱自在な部材であり、第
１筐体１０１を台部とすれば、蓋部として作用する。即ち、アンテナ構造体１００の筐体
は、第１筐体１０１と第２筐体１０２との２つで一つの長方体の筐体を形成するものであ
る。第１筐体１０１の側面には、溝が設けられており、当該溝に、第２筐体１０２の爪が
係合することにより、第２筐体１０２は第１筐体１０１に固定された状態が維持される。
当該構成により、金属球１０４の配置位置の変更が容易となっており、アンテナ長の調整
の容易さにつながる。
【００１９】
　アンテナ構造体１００の製造方法について簡単に説明すると、アンテナ構造体１００は
、図６に示すようにして形成される。図６（ａ）から図６（ｂ）に示すように、スリット
を設けた第１筐体１０１に、係合部１０３ａが溝部１０８に係合するまで、複数の開口部
を直列に設けた金属板１０３を挿入する。そして、図６（ｂ）から図６（ｃ）に示すよう
に、金属板１０３が第１筐体１０１の壁面を貫通して、スリット１０９から突出した部分
から折り曲げて、アンテナ構造体１００の外壁面に金属板１０３を貼着する。そして、図
６（ｃ）に示すように、壁面１１０を溶接してアンテナ構造体１００が形成される。なお
、ここで、図６（ａ）及び図６（ｂ）では、その内部を見易くするために、外壁面の一部
を切り欠いた状態を示しており、また、第１筐体１０１と第２筐体１０２とが接続されて
いる状態を示している。
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＜アンテナ構造体１００の金属球の配置位置の決定方法＞
　アンテナ構造体１００の金属球の配置位置を決定する方法を、図７を用いて説明する。
【００２０】
　アンテナ構造体１００における金属球の配置位置を決定するに当たり、アンテナ構造体
１００を搭載する機器の基板に図７（ａ）に示す構成を形成する。即ち、各開口部に対向
するように金属パッド１１１が位置し、各金属パッド１１１には、グランド層に接地され
ている配線と、通信回路（図では、電力も電源ユニットから供給されることを鑑みて交流
電源の回路記号で図示している）に接続されている配線とが接続された構成の基板を用意
する。そして、アンテナ構造体１００を使用する機器の当該基板とアンテナ構造体１００
とは、金属パッド１１１と金属球１０４の露出している部分とが接触するように構成する
。
【００２１】
　そして、各開口部で金属球１０４を挟み込んだ場合それぞれの電波を受信しての受信電
界強度や、通信回路からアンテナ構造体１００を通して電波を送信させた際に発生する磁
界強度等を実際に測定し、好適な送受信性能が得られる位置を金属球の配置位置として決
定する。
　金属球の配置位置が定まった場合には、それ以外の金属パッドは必要なくなるので、製
品として用いる通信機器には、図７（ｂ）に示すように、金属球が配される位置にのみ金
属パッドが対抗するように構成された基板を用いることとなる。なお、図７において各金
属パッド１１１の下に示す四角はジャンパである。
＜アンテナ構造体１００の各種のアンテナとしての利用方法＞
　図８にアンテナ構造体１００が採りうる様々なアンテナ形状の例を示す。
【００２２】
　図８（ａ）は、金属球を側壁１１０に近い開口部１０６及び開口部１０７で挟み込んだ
場合を示しており、この場合、金属板の、金属球との接点から外部に延伸されている部分
までが励振端となり、アンテナ構造体１００は、モノポールアンテナとして作用する。
　図８（ｂ）は、金属球を２つ使用し、１つの金属球を１組の対向する開口部１０６と開
口部１０７とで挟み込み、他の金属球を他の対向する開口部１０６と開口部１０７とで挟
み込む構成としたアンテナ構造体１００を示している。そして、一方の金属球が接触する
金属パッド１１１ａを給電点として用い、他方の金属パッド１１１ｂを接地する。この場
合、アンテナ構造体１００は、逆Ｆ型アンテナとして作用する。
【００２３】
　図８（ｃ）は、金属板１０３のスリットに近いほうの開口部１０７とその対向する開口
部１０６で金属球を挟み込んだアンテナ構造体１００の構成を示している。この場合金属
板１０３は、金属球１０４で２分する形状となり、金属球と接する部分から、溝部１０８
側までで形成される第１アンテナと、その反対側の端部までで形成される第２アンテナと
からなる分岐アンテナとして作用する。
【００２４】
　なお、図８に示したもの以外にも、スリット１０９に近接している開口部で１つの金属
球を挟み込み、溝部１０８に近接している開口部で別の金属球を挟み込み、両金属球が接
触する金属パッドを基板上で電気的に接続するとともに、通信回路に接続すれば、アンテ
ナ構造体１００をループアンテナとして機能させることもできる。
＜アンテナ構造体１００の実際の使用形態＞
　ここから、アンテナ構造体１００の一使用形態として、通信機器に搭載する例を説明す
る。
【００２５】
　アンテナ構造体１００は小型の携帯通信機器、例えば、図９に示すような携帯電話機１
０００に搭載される。
　図９及び図１０は、携帯電話機１０００の外観図である。図９及び図１０に示されるよ
うに、携帯電話機１０００は、第１筐体１００１と第２筐体１００２とがヒンジ部１００
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５を介して接続された横開きする折畳み型携帯電話機である。
【００２６】
　図９に示すように、第１筐体１００１の一主面には、表示画面２００１とタッチパネル
２００２とが配されており、携帯電話機１０００は、タッチパネル２００２を介したユー
ザからの入力を受け付ける構成になっている。また、第１筐体１００１の裏面には、図１
０に示すように、表示画面２１００が配されている。第２筐体１００２には、ハードキー
（例えば、ＱＷＥＲＴＹキー）２２００が配されており、ユーザからの入力を受け付ける
。
【００２７】
　このような携帯電話機１０００において、図１１に示すように、アンテナ構造体１００
０は、通信回路を搭載している基板が配される側の筐体である第２筐体１００２に内蔵さ
れる。
　第２筐体１００２は、図１１に示すように、カバー１００２ａとカバー１００２ｂとか
らなり、その内部に基板１２００とアンテナ構造体１００を備える。図に示すように、ア
ンテナ構造体１００から露出した金属球１０４は、基板１２００の金属パッド（図面には
図示していないが、図面に見えている基板１２００の裏側に設けられている）と接触する
ように構成されており、その金属パッドは、基板１２００上に配されている通信回路に接
続されている。金属球１０４の配置位置は、図７を用いて説明した手法に従って決定され
る。
【００２８】
　このように、アンテナ構造体１００は、携帯通信端末として、例えば、携帯電話機用の
内蔵アンテナとして用いることができる。
＜まとめ＞
　上記実施の形態に示したアンテナ構造体１００は、第２筐体（樹脂板）１０２と金属板
１０３との対向する開口部１０６と開口部１０７とで金属球１０４を挟み込む位置を変更
するだけで、アンテナ長を変更することができる。また、金属球の配置位置や、配置個数
、給電点として作用させるか、接地点として作用させるかに応じて、各種の様々な形態の
アンテナ（例えば、モノポールアンテナや、逆Ｆ型アンテナ等）を実現できる。従って、
適宜、使用する機器に応じて、適切な位置で金属球１０４を挟み込めば所望の無線性能を
有するアンテナを得ることができる。
＜補足１＞
　上記実施の形態において、本発明を説明してきたが、本発明は上記実施の形態に限られ
ないことは勿論である。以下、上記実施の形態以外に本発明の思想として含まれる各種の
変形例について説明する。
（１）上記実施の形態に示したアンテナ構造体１００は長方体状の筐体であるとして説明
したが、アンテナ構造体１００は複数の円形の開口部が直列に設けられた樹脂板が筐体の
一壁面に形成され、複数の円形の開口部が直列に設けられた金属板とが、互いに対向し、
かつ、金属球を挟み込む構成を有するのであれば、長方体以外の形状の筐体であってもよ
い。
（２）上記実施の形態に示した携帯電話機１０００は一例であり、携帯電話機１０００は
、アンテナ構造体１００を搭載し、当該アンテナ構造体１００を用いて通信を行う構成に
なっていればよく、その他の形状の携帯電話機、例えば、ストレートタイプ、縦開き型の
折畳み型携帯電話機、スライド型携帯電話機、サイクロイド型携帯電話機などであっても
よい。
【００２９】
　また、携帯電話機以外の通信機器、例えば、ＰＤＡ等に搭載して通信を実行することと
してもよい。
（３）上記実施の形態においては、開口部１０６、１０７は円形であるとして説明したが
、これは金属球１０４がその固定位置が振動等により変更されない程度に保持できるもの
であれば正円である必要はなく、楕円であってもよい。また、開口部の形状としては金属
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球１０４を通さない程度の大きさでかつ、金属球１０４が横滑りしないような形状であれ
ば別の形状であってもよく、例えば、長方形や正八角形などの多角形の開口であってもよ
い。
【００３０】
　但し、金属球１０４の保持しやすさや、横滑りの防止のしやすさを鑑みれば、開口部は
正円形であるのが望ましい。
（４）上記実施の形態においては、金属板１０３は、直線状の板として説明したが、これ
は、アンテナ長を調整するために、他の形状になってもよい。また、金属板１０３は、複
数の外壁面に跨る構造となっていてもよい。例えば、金属板１０３に代えて、板形状では
なく、アンテナ構造体１００の長手方向に沿って湾曲する少なくとも１以上の湾曲部分を
有する形状の部材などその他の形状であってもよい。金属板１０３に代わる部材が、この
ような湾曲部分を有する形状の部材であれば、アンテナ構造体１００の短手方向の折り曲
がり力に対する耐久性が向上する。また、例えば、図１２（ａ）に示す金属板１０３ａの
ように、フック状にして、別の面に沿わせることで、金属板１０３よりもアンテナ長を長
くした形状や、図１２（ｂ）に示す金属板１０３ｂのように、別の面に沿わせて波型のよ
うな金属板１０３ａよりもアンテナ長を長くした形状にしてもよい。また、図１２では、
金属板１０３は、２面にのみ形成しているが、３面を用いてもよい。
（５）上記実施の形態においては、第２筐体１０２は、第１筐体１０１から着脱自在であ
るとして説明したが、これは、一部のみが着脱可能な箱の蓋のような構造、即ち、第２筐
体１０２の一辺が第１筐体１０１の一辺に接続されているように形成されることとしても
よい。
【００３１】
　また、第２筐体１０２は、図４等に示されるような形状に限定されるものではなく、例
えば、アンテナ構造体１００の長手方向に沿って湾曲する少なくとも１以上の湾曲部分を
有する形状の部材などその他の形状であってもよい。第２筐体１０２が、このような湾曲
部分を有する形状の部材であれば、アンテナ構造体１００の短手方向の折り曲がり力に対
する耐久性が向上する。
（６）上記実施の形態における第２筐体１０２の開口部１０６と、金属板１０３の開口部
１０７とは、共に、金属球１０４を通さない程度の大きさしか有さないものであればよく
、その半径が一致している必要はない。
（７）上記実施の形態において、金属板１０３は、アンテナ構造体１００の外壁面に貼着
することとしたが、金属板１０３を固定できるのであれば、必ずしも貼着する必要はなく
、例えば、金属板１０３の外壁面側の端部に爪を設け、その爪をアンテナ構造体１００の
外壁面に溝を設けて、当該溝に爪を噛み合わせる形で固定することとしてもよい。
（８）上記実施の形態において、金属板１０３は、導電性を有する部材であればよく、金
属以外の導体であってもよい。
（９）上記実施の形態において、第２筐体１０２は、樹脂であるとしたが、第２筐体１０
２は、絶縁性の部材であればよく、例えば、ゴムや磁器等からなることとしてもよい。
（１０）上記実施の形態における金属球１０４は、第２筐体１０２の開口部１０６から露
出し、当該開口と金属板１０３とで挟持された状態が維持できる形状であり導電性の部材
であれば、球である必要はなく、立法体や楕円球、三角錐などであってもよい。その際、
開口部１０６や開口部１０７は、円形以外でもそのときの形状に応じた開口形状を備える
こととしてもよい。
（１１）上記実施の形態において、金属球１０４は、第２筐体１０２の開口部１０６と、
金属板１０３の開口部１０７とで挟持される構成にしたが、第２筐体１０２の開口部１０
６に金属球１０４を嵌め込み、その上から金属板１０３で押さえ込むことで金属球１０４
を保持できるのであれば、金属板１０３には開口部１０７を設けない構成としてもよい。
（１２）上記実施の形態において、複数の開口部１０６及び開口部１０７は、直列状に設
けられることとしたが、金属球１０４の金属板１０３への接触点が異なることにより金属
板１０３のアンテナ長が変更できるのであれば、直列状に設けずともよい。
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（１３）上記実施の形態において示したアンテナ構造体１００の寸法及び勤続球１０４の
寸法は一例であり、使用する通信機器内に収まる寸法であればその他の寸法であってもよ
い。
（１４）上記実施の形態及び＜補足１＞に示す各種の変形例を組み合わせることとしても
よい。
＜補足２＞
　以下、本発明の一実施形態としての携帯通信端末の構成及びその変形例と効果について
説明する。
（ａ）本発明の一実施形態に係るアンテナ構造体は、第１の導電部材（１０３）と、前記
第１の導電部材と並行する状態で配置された絶縁部材（１０２）と、前記絶縁部材に設け
られた複数の第１の開口（１０６）と、前記複数の第１の開口のいずれかに一部が嵌まり
込む状態で前記第１の導電部材及び前記絶縁部材に挟持され、挟持されている第１の開口
から露出する部分を有する第２の導電部材（１０４）とを備えることを特徴とする。
【００３２】
　当該アンテナ構造体は、第２の導電部材の第１の開口から露出する部分を給電点とし、
第１の導電部材を励振端として作用させることで、アンテナとして機能させることができ
る。
　この構成により、第２の導電部材の配置位置、即ち、第１の導電部材と絶縁部材の第１
の開口とで挟んで固定される位置を変更するだけで、アンテナ長を変更することができる
ので、新たなアンテナ構造体を設計せずとも適切な無線性能が得られる。また、アンテナ
構造体は、接地箇所のみならず給電箇所の変更も行えるので、より自由度の高いアンテナ
性能の調整を行うことができる。
（ｂ）また、上記アンテナ構造体において、前記第１の導電部材は、前記複数の第１の開
口と対向する複数の第２の開口（１０７）を備え、前記第２の導電部材は、対向する第１
の開口と第２の開口のうちいずれか一組にその一部が嵌まり込む状態で前記第１の導電部
材と前記絶縁部材とに挟持されることとしてもよい。
【００３３】
　これにより、第１の導電部材に設けられた第２の開口で、第２の導電部材を更に挟持し
やすくなる。
（ｃ）また、上記アンテナ構造体において、前記アンテナ構造体は、長方体状の筐体を有
し、前記筐体は、前記筐体の短手方向に２分される、台部（１０１）と、前記台部に着脱
自在な蓋部（１０２）とからなり、前記絶縁部材は、前記蓋部の一部であり、前記第１の
導電部材は長尺状の板体であり、前記筐体内部に配され、その長手方向における一端が前
記台部の長手方向における一端に保持され、前記台部の他端に前記第１の導電部材の他端
側が保持されることとしてもよい。
【００３４】
　これにより、絶縁部材を、アンテナ構造体を構成する筐体の一部として構成することが
できるので、アンテナ構造体の作成が簡素化する。
（ｄ）また、上記アンテナ構造体において、前記第１の導電部材の一端が前記台部の壁面
を貫通させて延伸され、前記第１の導電部材の延伸された部分が前記筐体外部に沿って折
曲されていることとしてもよい。
【００３５】
　これにより、アンテナ構造体外部に第１の導電部材が露出することになるので、電波を
送受信しやすくなると共に、外部に延伸されている部分の第１の導電部材の長さを調整す
れば、アンテナ長を調整することも可能となる。
（ｅ）また、上記アンテナ構造体において、前記第１の導電部材は、弾力性のある金属か
らなることとしてもよい。
【００３６】
　これにより、第１の導電部材として弾力性のある金属を用いることにより、第２の導電
部材を挟み込みやすくすると共に、当該弾力性により、第２の導電部材を開口部に押さえ
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込んで、第２の導電部材が横滑りしたりしないようにすることができる。
（ｆ）また、上記アンテナ構造体において、前記第２の導電部材は、前記第１の導電部材
と同じ金属材料からなることとしてもよい。
【００３７】
　これにより、第２の導電部材から第１の導電部材への信号の伝達のしやすさ、第１の導
電部材から第２の導電部材への信号の伝達のしやすさを増すことができる。
（ｇ）また、上記アンテナ構造体において、前記絶縁部材の開口それぞれには、前記第１
の導電部材に対向する側に、前記第２の導電部材を保持するリブが設けられていることと
してもよい。
【００３８】
　これにより、第２の導電部材が意図せずに横滑りして別の開口に移ることを防ぐことが
できる。
（ｈ）また、上記アンテナ構造体において、前記第２の導電部材は、球体であり、前記第
１の開口は円形であることとしてもよい。
　第２の導電部材を球とし、第１の開口を円形とすることにより、第２の導電部材の挟持
しやすさを増すことができる。
（ｉ）また、上記アンテナ構造体において、前記複数の第１の開口は前記絶縁部材に列設
されていることとしてもよい。
【００３９】
　第１の開口が列状に設けられることにより、アンテナ長の長短が分かりやすくなるため
、アンテナ長の調整がしやすくなる。
（ｊ）また、本発明に係る携帯通信端末は、上記アンテナ構造体を備えることを特徴とす
る。
　また、上記携帯通信端末において、前記携帯通信端末は、その筐体内に基板を備え、前
記基板は、前記第２の導電部材に接触する金属パッドを備え、前記金属パッドは、通信回
路に接続されていることとしてもよい。
【００４０】
　これにより、アンテナ長が可変なアンテナ構造体を用いた携帯通信端末を構成すること
ができ、携帯通信端末ごとにアンテナ構造体を設計する必要がなくなる。
【産業上の利用可能性】
【００４１】
　本発明に係るアンテナ構造体は、可変長のアンテナを有する内蔵型のアンテナ構造体で
あって、通信機器のアンテナ設計の開発コストの軽減に貢献する。
【符号の説明】
【００４２】
１００　アンテナ構造体
１０１　第１筐体（台部）
１０２　第２筐体（絶縁部材、蓋部）
１０３　金属板（第１の導電部材）
１０３ａ　係合部
１０４　金属球（第２の導電部材）
１０５、１０５ａ　リブ
１０６、１０６ａ　開口部（第１の開口）
１０７、１０７ａ　開口部（第２の開口）
１０８　溝部
１０９　スリット
１１０　側壁
１１１　金属パッド
１１２　通信回路
１０００　携帯通信端末
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１００１　第１筐体
１００２　第２筐体
１００２ａ、１００２ｂ　カバー
１００５　ヒンジ
２００１　表示画面
２００２　タッチパネル
２１００　表示画面
２２００　ハードキー

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】
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